聖公会司祭他関係各位の皆さんへ

大阪教区聖ヨハネ教会の一信徒さまが下記のような事件に関するご助言をメイリングリストに投稿され一読者から「考える会」に転送されて参りました。転送をご許可いただいていますので、

皆さんに読んでいただきたいと思います。中でも次の30行は最重要事項で「考える会」がこれまで何度も教区主教に訴えていることであり、まさに理論的に明快に指摘していただいたことに対して深く感謝申し上げます。　　2006年11月15日　　　日本聖公会京都教区FH司祭事件を考える会　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　堀江静三
本文から核心部分を抽出
★重要　「京都教区虐待事件は、２００５年に日本国最高裁判所で民法の不法行為による損害賠償判決が確定しており、その後も事実をほぼ否認し謝罪を拒んでいることは元Ｈ牧師が反省していないことを示しているものであって、これは著しい不道徳行為に該当するのではないでしょうか。
★重要　懲戒に基づかず元Ｈ牧師の退職を認めたこと、懲戒申立を行わず退職を認めたことなど、何れにしても秩序維持・紛争解決の義務を果たさなかったことでの、教区役職者の不正行為に該当するのではないでしょうか。
★重要　事実上の虐待被害者など側との紛争解決に努力しているとは受け取れない状態に未だあり、これは不作為としての教区役職者の不正行為にあたるのではないでしょうか。」
★重要　日本聖公会法規を熟知する立場にあった京都教区役職者でありながら、なぜ今日に至るまで適切・正確な日本聖公会法規の説明を怠ったのかとの疑問が生じ、司牧上で一定の行為をしなかったこと（不作為）の責任が問われる可能性が大きいのではないかとも考えられるのです。
★重要　とりわけ、「教区という共同体の一致平和を維持し、規律を施行する最終の責任者は教区主教であるから、教区内で秩序を乱す者が居たときに、教区主教が最大限の牧会的配慮で問題解決に当たるのはのは当然である。懲戒という事態が起こるのは、申立人と被申立人との間の主教による和解のための努力が限界に達し、両者共に自己の正当性を主張してやまないときである。」（解説本131ｐ）としており、いわゆる、教区内事件の問題解決・統治義務を集団または共同で怠ったと言われても仕方がないのではないでしょうか。

　　　ここから最後まで村岡氏の本文です。タイトル「京都教区虐待事件と聖公会法規」　

　大阪教区聖ヨハネ教会　むらおか（村岡利幸）です。
私の日々の職業経験からですが、いったん日本国の裁判所に持ち込まれた事件となると、紛争関係者間で対決姿勢を持たざるを得ないのが実状です。それは本来の姿ではないのですが、日本の裁判制度はそこまで形骸化しており、法律家の素養がない限りは、対決感情や姿勢は避けられなくなると考えられます。そこに教区単位の聖公会組織の知恵と工夫の余地が存在すると思われますが。

裁判所での対決的解決ではなく、不特定多数の知らない者の間のルールである日本聖公会法憲法規によって、とりわけ懲戒事由については調査・審理・審判による決着が付けられてこそ、聖書に示す和解（日本国民法の規定とは異なり、方法において和解は創造的合意に限定） のチャンスと恵みが神から来るのではないかと思います。準備もせず何もしないでは、チャンスは来ないと、聖書のあるとおりと思います。
日本聖公会法規の解説本として、「司牧のよりどころに‐日本聖公会法憲法規解説‐」飯田徳昭著（聖公会出版）…（以下、解説本と称す）があります。
その解説本141ｐに、「何十年に一度であっても一旦重要な事件が起こった場合に、これらの法規がなければ、紛争は泥沼化する危険がある。教会共同体の自浄のためのやむを得ない法規であり、また、この法規が整備されていれば、世俗法廷の介入をある程度までは防ぎ、教会的（福音的）解決をすることができる。」としています。

「教会法廷はあくまでも教会内の秩序を維持し、被申立人に懺悔の機会を与えるものであるから、刑事的な犯罪の場合には世俗法廷に委ねられなければならないだろう。」（解説本143ｐ）としています。京都教区虐待事件は、日本国の刑法ではすでに時効となっていたので、事件が発覚した時点では刑事事件としては取り扱えなかったようです。しかしながら、被害者に迷惑をかけた（自由平等にかかる権利を侵害）ことについては、不法行為として損害賠償判決が最高裁で確定しています。

ところが、このＨ牧師及び教区内で事件の処理にあたった人たちを相手取って、実際には紛争が継続しており、教会内秩序の混乱も水面下では事実上存在していることから、この際、日本聖公会法規にその役割を果たせるべきではないかと、私は考えているのですが、いかがでしょうか。
福音と世界１１月号49ｐの京都教区謝罪声明内容の記事から京都教区虐待事件を分析しますと、
牧師が辞職したことは、日本聖公会法規第２７条の（司祭の退職・休職）の措置に該当すると判断出来ます。「『陪餐停止』という教会としての処置」　としていますが、
これは祈祷書のルブリック（１６０ｐ）の牧会配慮に該当します。
その理由は、
Ａ　懲戒は、「この法規その他の日本聖公会の法規に基づく審判廷の審判によらなければ、懲戒されな　　　　

い。」（日本聖公会法規第１９７条）により、正当な手続きの保障をしていること、
Ｂ　聖職の懲戒に「和解が成立したと認められるまで陪餐停止」（京都教区謝罪声明）との処分方式は　

日本聖公会法規にはないこと、
Ｃ　第２７条の手続によると、牧師の辞職というものは日本聖公会法規には存在せず、牧師が一方的に　

辞職の意思表示をしたとしても、常置委員会の同意を得て主教が当該司祭の退職を、「認めること
ができる。」（法規２７条２項）との手続方法になっていること、
Ｄ　教会の懲戒の趣旨は、「処罰することが目的ではなく、悔い改めるものを赦し、いつでも共同体の
中に回復しようとする精神に立っている。」（解説本131ｐ）こと、
これらが挙げられます。
したがって、京都教区虐待事件の懲戒処分は、いまだに行われていないとの結論が導かれることになります。聖職は、退職後も聖職身分であって信徒には戻れません。（解説本43ｐ）
司祭又は牧師を退職したとしても聖職ですから、退職したとの理由であっても懲戒を免れることは出来ないことになっているのです。本来は、被害者の父親の主張の通り京都教区内での解決、すなわち、日本国の裁判所に訴えが提起される前に審判廷（教会法廷）で対処することができたのではないかと、私個人は推察するのですが、現在に至るまでの加害者Ｈの否認その他知る限りの教区いきさつを被害者側から伝えられると、そこには京都教区に善意があったようには考えられません。
むしろ、日本聖公会法規を熟知する立場にあった京都教区役職者でありながら、なぜ今日に至るまで適切・正確な日本聖公会法規の説明を怠ったのかとの疑問が生じ、司牧上で一定の行為をしなかったこと（不作為）の責任が問われる可能性が大きいのではないかとも考えられるのです。
とりわけ、「教区という共同体の一致平和を維持し、規律を施行する最終の責任者は教区主教であるから、教区内で秩序を乱す者が居たときに、教区主教が最大限の牧会的配慮で問題解決に当たるのはのは当然である。懲戒という事態が起こるのは、申立人と被申立人との間の主教による和解のための努力が限界に達し、両者共に自己の正当性を主張してやまないときである。」（解説本131ｐ）としており、
いわゆる、教区内事件の問題解決・統治義務を集団または共同で怠ったと言われても仕方がないのではないでしょうか。ところで、誰が、懲戒を求める三名の申立人となれるのでしょうか。いくつかのパターンが考えられます。
　１、加害者Ｈから虐待行為を受けた被害者である信徒
　２、虐待事件の被害者ではなくとも被害者の身近な人間関係にある信徒
　３、虐待事件の当事者ではなくとも統治義務を怠ったことの影響を受ける信徒
　４、教区の秩序の回復・統治義務の履行などを求める信徒
次に、被申立人として懲戒を求められる者は誰なのかを検討すると、申立理由にもよりますが、
　１、虐待行為を行ったことによって秩序を乱した又はその疑いのある者
　　　　　（京都虐待事件の場合は加害者Ｈ元牧師）
　２、懲戒事由となる秩序を乱す行為又はその疑いのある行為の存在を知りつつも、問題解決・統　

治義務を怠るなどの不作為によって、不正又は不正の疑いのある者
　　　　　（教区主教、事件当時の教区常置委員など）が、取りあえず考えられることになります。

この場合、教区主教みずからが懲戒申立人となって審判が行われるケースもあり得ます。また、教区主教が、その懲戒申立を怠ったとして、教区主教が教区の秩序を乱し続けた責任を問われる懲戒申立もあり得ます。必ずしも虐待被害者が申立人となる必要はありません。申立をすることができる教役者または萬１６歳以上の信徒は、現役司祭や現在受聖餐者である必要もありません。（日本聖公会法規２０８条）日本聖公会法規の懲戒に関する第１９７条は「日本聖公会に所属する教役者または信徒は、この法規その他の日本聖公会の法規に基づく審判廷の審判によらなければ、懲戒されない。」としており、審判によることなく教役者または信徒が懲戒されることを禁止しています。無実を主張する者であれば、「審理も行われず審判にもよらない処分は懲戒処分には当たらない、単なるリンチ（私刑）である。」と主張して、処分を拒むことができることを原則としているのです。

京都教区虐待事件の謝罪声明を読み返してみても、牧師の辞職処分並びに和解成立までの陪餐停止処分に対して、
　１、処分された元Ｈ牧師が、辞職や陪餐停止処分の異議申し立てを行うことが出来ること、
　２、ある日ある場所で辞職したはずの元Ｈ牧師が日本聖公会牧師を名乗り並びに陪餐を受けることが　

可能であること、
　３、元Ｈ牧師次第では、懲戒によらない辞職であるからとして、牧師の地位確認と給与の給付請求の　

訴えを日本国の裁判所に提起できること、これらは、実行可能となっているのです。元Ｈ牧師はいまだ児童少女虐待を否認しているので、ねんのため。
そして、日本聖公会法規第２０１条により聖職の懲戒は、
　１、戒告
　２、一ヶ月以上３年以下の職務の一部執行停止
　３、一ヶ月以上３年以下の有期停職
　４、終身停職　　　の四種類に限られ、

「司祭または執事が停職の懲戒を受けたときは、教会の牧師、副牧師、牧師補その他の任務を解かれたものとみなす。」（第２０１条第４項）、続いて、「職務の一部執行停止または停職の懲戒を受けた聖職の陪餐は、停止する。」（同条第５項）と規定しています。

したがって、京都教区の謝罪声明として発表された処置は極めて曖昧で不都合を含むものと言わざるを得ず、虐待被害関係者ではなくとも、教区役職者の統治責任逃れや元Ｈ牧師の擁護・無罪復職の狙いがあるのではとの見方をされても仕方のない措置結果だったのです。加えて、水面下にせよ、秩序混乱が続いていることは、懲戒申立を行わない教役者または信徒の教区内事件の問題解決・統治義務を怠ったとの責任・倫理を問われることとなり、教区という共同体の内部のみならず、日本の聖公会全体においても問われる責任・倫理ではないでしょうか。もちろん、一般社会通念からの非難を寄せられることは当然であり、両親、息子や娘、孫、知人友人に聖公会を紹介するに大きな障害とならざるをえません。「日本聖公会法規によって組織自浄を担保しています。」とＰＲができることは、世俗的といえども一般社会の良識を持った人たちには非常に説得力のある宣教・伝道であることには間違いではなかったのではありませんか。日本聖公会法規第１９８条には、聖職の懲戒事由が規定されています。
「聖職は、そのした行為または一定の行為をしないことが次の各号の一に該当するときは、懲戒を受ける。
　１　綱憲、日本聖公会法憲、この法規その他の日本聖公会の法規の規定に違反すること。
　　　２　聖職按手式において約束したことに違反すること。
　　　３　その他著しく不道徳または不正であること。」　　　となっています。

京都教区虐待事件は、２００５年に日本国最高裁判所で民法の不法行為による損害賠償判決が確定しており、その後も事実をほぼ否認し謝罪を拒んでいることは元Ｈ牧師が反省していないことを示しているものであって、これは著しい不道徳行為に該当するのではないでしょうか。
懲戒基づかず元Ｈ牧師の退職を認めたこと、懲戒申立を行わず退職を認めたことなど、何れにしても秩序維持・紛争解決の義務を果たさなかったことでの、教区役職者の不正行為に該当するのではないでしょうか。

事実上の虐待被害者など側との紛争解決に努力しているとは受け取れない状態に未だあり、これは不作為としての教区役職者の不正行為にあたるのではないでしょうか。審判は公開の審判廷で行うと第２０９条に規定されています。ところが同条第二項で、「行為の被害者を保護するために必要であると判断したときは、審判を公開しないで行うことができる。」としており、プライバシーの保護を図っています。審判廷は教区常置委員会とは別組織であり、現役司祭及び現在受聖餐者をそれぞれ少なくとも一人は含まれてなければならないことになっています。教区常置委員会は審理審判機関ではありません
今回の京都教区虐待事件は、児童少女虐待そのもので、セクハラ事件ではありません。元Ｈ牧師は、「１０年以上も前のことでセクハラだと因縁をつけられて困っている。」（福音と世界１１月47ｐから引用）と流していたとのことですが、このような前宣伝を行って虐待事実をセクハラ事件に歪曲して、元Ｈ牧師は真実を隠し責任を免れようとしていたと言わざるを得ません。いわゆる性的嫌がらせを拒絶できる意思能力を持つ者（成人など）に対するそのような行為がセクハラなのです。当該事件はセクハラではなく児童少女虐待であるからこそ、プライバシー保護の完璧な措置をとった上での審理であれば、いかなる教役者または萬１６歳以上の信徒であっても、審判廷での審理に異論や反対意見を持つ者は存在しないことも考えられるのです。ですからプライバシー保護を理由として審判廷を開かないとする意見なったとすれば、それは失当です。

児童少女虐待被害を知った京都教区が、その後、約５年を経た今日においても、
１、秩序維持・紛争解決結果が不都合となっていること、
２、主教その他による和解のための努力が限界に達していること
３、日本国の裁判所の判決が確定しても、未だ紛争状態にあることからすれば、
日本聖公会法規の趣旨に沿っての審判廷での審理、または審判に先立つ法規第２１１条に定める正式な教区主教の事前調査によって、審判廷の審判の目的である秩序維持・被申立人の懺悔の機会を与えることに、今からであっても資するのではないかと思われます。

神と主イエス・キリストと聖霊の導きによってチャンスと恵みがあるのではないかと思います。
懲戒申立の時効について第２１０条の規定では時効期間３年となっていますが、日本国法律の刑事事件や民事事件の取り扱いとは異なり、懲戒事由にある「著しく不道徳または不正であること。」は、予想される被申立人においては現在も進行中であることから、審判結果の理由に時効が挙げられることはありません。要するに、時効ではないのです。

「何十年に一度であっても一旦重要な事件が起こった場合に、これらの法規がなければ、紛争は泥沼化する危険がある。教会共同体の自浄のためのやむを得ない法規であり、また、この法規が整備されていれば、世俗法廷の介入をある程度までは防ぎ、教会的（福音的）解決をすることができる。」（解説本141ｐ）私の職業経験から、一般社会通例の視点をもとに発言いただきましたが、教役者や信徒の方の責任・倫理の一助になれば幸いに存じます。

このメールは必要であれば、転送・コピーしていただいて差し支えありません。
今回の京都教区虐待事件がチャンスとなって、どうか自浄作用や伝道・宣教が強められ、神の恵みである聖公会の倫理感覚が増し加えられますように導いてください。主イエス・キリストによってお願いいたします。　アーメン

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
むらおか　としゆき　　村岡利幸
大阪市中央区糸屋町２丁目１番６号
℡06-6947-2683　　fax 6947-2837
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